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はじめに 

 

小美玉市学校規模学校配置適正化検討委員会（以下「委員会」という）は、平成２

２年１１月１８日小美玉市立小中学校の適正規模及び適正配置について、下記の諮問

を受けた。 

 

（１）小美玉市立小中学校の規模及び配置の適正化に関する基本的な考え方について 

（２）小美玉市立小中学校の適正配置の具体的方策について 

 

 委員会では、平成２４年２月に諮問事項（１）「小美玉市小中学校の規模及び配置

の適正化に関する基本的な考え方について」の答申を行い、市教育委員会は同年６月

に「小美玉市小中学校規模配置適正化基本方針」を策定した。その後、小美玉市小中

学校の具体的方策について委員会で慎重な検討・審議を行ってきた。 

 この間、基本方針周知のため各小学校区で住民説明会を行い、その中で寄せられた

意見や考え・想いを委員会で分析・審議し、具体的な方策に反映できるか検討した結

果、保護者や住民に対して学校適正化の認知度が低いことが分かった。そこで、具体

的な方策の答申を行う前に、保護者や住民へ十分な情報提供を行いながら、子どもた

ちのより良い教育環境の創造に向けて最善の方策を示すことができるよう、地域での

議論を深めるためのたたき台として平成２５年３月に「小美玉市立小中学校の適正配

置の具体的方策について」の中間答申を行った。 

 この中間答申に示した内容について、各小学校区で設置された地域協議会並びに再

編案の小学校区の代表による地域協議会代表会議において各小学校の将来像につい

て議論をいただいたところである。今回、各小学校区で取りまとめられた意見を踏ま

えて、委員会で検討・審議を行った。 

本報告は、諮問事項（２）「小美玉市立小中学校の適正配置の具体的方策について」

の答申である。 
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 小美玉市立小中学校の適正配置の具体的方策について 

 

１．小中学校の現状 

（１）児童・生徒数の推移と今後の見込み 

 小美玉市の合併当時，平成１８年５月１日の小学校児童数は３,１８８人、中学校 

生徒数は１,６２９人であった。全国的に少子化が進む中で、小美玉市においても、 

平成３１年度には小学生２,６３６人，中学生１，４４０人と推測され、平成１８年 

度との比較で、小学生が約１７％の減、中学生が約１２％の減になる見込みである。 

 現状のまま推移すれば、将来減少幅はさらに大きくなるものと考えられる。 

 

 ○小学校の児童数の推移                                （人） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 

小川小学校 399 390 407 385 395 387 362 371 353 349 348 346 347 340 

野田小学校 237 254 235 233 258 234 239 227 221 238 239 243 247 256 

上吉影小学校 197 203 209 210 204 200 183 165 140 133 130 130 123 123 

下吉影小学校 85 80 80 76 75 79 78 88 81 78 77 75 64 55 

橘小学校 244 231 218 212 207 209 199 197 183 174 164 163 168 165 

小川地区小計 1162 1158 1149 1116 1139 1109 1061 1048 978 972 958 957 949 939 

               

竹原小学校 354 354 355 343 334 316 306 292 277 276 254 245 228 211 

羽鳥小学校 503 471 450 462 452 466 470 472 516 538 545 545 550 567 

堅倉小学校 370 368 375 373 348 357 374 379 363 371 366 335 317 284 

納場小学校 340 335 330 317 315 313 307 319 322 309 296 306 298 275 

美野里地区小計 1567 1528 1510 1495 1449 1453 1457 1462 1478 1494 1461 1431 1393 1337 

               

玉里小学校 235 241 234 238 243 237 213 207 200 195 182 175 177 175 

玉里北小学校 158 167 161 162 162 157 160 141 134 123 131 134 136 135 

玉里東小学校 66 69 67 65 62 65 66 67 64 62 63 58 61 50 

玉里地区小計 459 477 462 465 467 459 439 415 398 380 376 367 374 360 

合  計 3188 3163 3121 3076 3055 3021 2957 2925 2854 2846 2795 2755 2716 2636 

※平成 26 年度までの児童数は学校基本調査（各年 5 月 1 日現在）による 

※平成 26 年度以降の児童数は、小学校区別年齢段階別統計（H26.4.1 現在）をもとにした推計値 

※野田小学校の児童数の推移については、一見増加傾向に見えるが、実際は転出者が多く減少することが予想される 
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○中学校の生徒数の推移                             （人） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 

小川南中学校 333 331 317 313 307 305 300 298 313 302 301 278 270 263 

小川北中学校 285 248 250 228 234 207 231 241 264 236 234 212 229 229 

美野里中学校 760 788 789 767 775 766 756 728 734 731 722 711 737 753 

玉里中学校 251 253 242 245 225 228 217 236 223 242 219 229 195 195 

合 計 1629 1620 1598 1553 1541 1506 1504 1503 1534 1511 1476 1430 1431 1440 

※平成 26 年度までの生徒数は学校基本調査（各年 5 月 1 日現在）による 

※平成 26 年度以降の生徒数は、小学校区別年齢段階別統計（H26.4.1 現在）をもとにした推計値 

 

（２）学校規模の状況 

小学校の全体の学級数は、昭和６１年度が１５９学級と最も多く、その後児童数の

減少とともに平成２６年度では１３３学級となり、約１６％の減少となっている。 

６～１１学級の学校は１２校中６校、５学級以下の学校が１校あり、小規模校及び過

小規模校の割合が半数を超えている状況である。 

中学校の全体の学級数は、平成３年度が６６学級と最も多く、平成２６年度では、 

５６学級となり約１５％の減少となっている。 

 

２．地域協議会での協議 

委員会が示した具体的な方策の中間答申を協議するため、各小学校区単位で設置さ 

れた地域協議会において、それぞれ２～５回の協議会が開かれ、各小学校の現状や今

後の児童数の推移、小学校区で行った再編案についての住民アンケートの結果などを

基に、地域の学校の将来像について議論が重ねられた。 

再編の対象となった小学校区の地域協議会においては、再編案についての合意が得

られたことから、地域協議会から選出された代表委員により、地域協議会代表会議が

中学校区単位で２～３回開かれ、各小学校区の地域協議会での結論を出し合い、それ

を基に議論を重ね、統合校のあり方について統一した方向性が示された。 

 

３．小中学校の適正配置に向けた具体的な方策 

（１）再編対象校 

 小美玉市小中学校規模配置適正化基本方針並びに、地域協議会で取りまとめられた 

中間答申についての方向性を検討した結果、小美玉市立学校の適正配置は次表のとお 

りとする。 
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小学校 
 

現 行 再 編 

小川小学校 
小川小・橘小（ア） 

橘小学校 

野田小学校 
野田小・上吉影小 

下吉影小（イ） 
上吉影小学校 

下吉影小学校 

竹原小学校 → 

羽鳥小学校    →（ウ） 

堅倉小学校 → 

納場小学校 → 

玉里小学校 
玉里小・玉里北小 

玉里東小（エ） 
玉里北小学校 

玉里東小学校 

 

（２）小学校の整備・再編策 

 （ア） 小川小学校、橘小学校を統合する。統合後の小学校の場所については、航

空機の騒音による教育環境への影響を改善するため、現在の小川南中学校を

旧小川高校に移転させ南中学校敷地を活用する。 

学校施設については、学校規模が大きくなり、既存の施設では対応できな

くなること、また、老朽化対策や小学校の建築基準に適合させるため大規模な

改修を要することが考えられることから、新たに学校を建設する方向で検討す

ることが妥当である。さらに、小中連携の強化や将来的な小中一貫教育の導入、

通学時の安全確保の観点から隣接する小川南中学校との連絡路の整備を検討

することが望ましい。 

 

（イ）  野田小学校、上吉影小学校、下吉影小学校を統合する。学校施設につい 

ては、学校規模が大きくなり既存の施設では対応できなくなることから、新 

たに学校を建設する方向で検討することが妥当である。 

統合後の学校の場所は、小中連携の強化や将来的な小中一貫教育の導入 

に対応できるよう小川北中学校周辺が望ましい。 

 

 

中学校 
 

現 行 再 編 

小川南中学校    →（ア） 

小川北中学校 → 

美野里中学校 → 

玉里中学校    →（イ） 
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（ウ） 羽鳥小学校は児童数の増加に伴い、平成２９年度までに学級数が４学級 

増加し、その後も学級数の増加が見込まれるため、学区調整のみで増加す

る児童に対応することが困難と考えられる。このため、施設を増築し普通

教室を確保することが妥当である。 

 

（エ） 玉里小学校、玉里北小学校、玉里東小学校を統合する。学校施設について

は、小中一貫校の導入に地域の理解が得られていることから、玉里小学校及

び玉里中学校の敷地を活用し、小中一貫校を新たに建設することが妥当であ

る。 

小中一貫校は、小学校と中学校が連携しながらも、児童、並びに生徒が安

心、安全な学校生活を送れるよう教育環境の整備には十分配慮されたい。 

 

（３）中学校の整備策 

（ア） 閉校になった旧小川高校は、教育施設としての利用価値が高く、敷地や学

校設備も中学生が十分利用できる形態である。このため、旧小川高校を県よ

り取得し、小川南中学校として活用することが妥当である。 

 

（イ） 玉里中学校は、中学校再編は行わず、玉里中学校区の小学校と小中一貫校

を新たに建設し、新しい学校づくりを目指すことが望ましい。 

 

４．小学校の学校再編に伴う遠距離通学への対応 

 小学校を統合して学校再編を実施すれば、児童によっては通学距離が遠くなること 

が予想されることから、次に示す事項を基本にしてスクールバスを運行する必要があ 

る。スクールバスの運行にあたっては、現在小美玉市で運行している市内循環バスの 

活用も検討されたい。また、再編の対象とならない小学校で、路線バスを利用して通 

学している児童がいるため、児童および保護者への公平性が保たれるよう十分に配慮 

されたい。 

 

① 学校再編により、通学距離が増大した児童には、徒歩通学の最大距離の基準を

決め、それを越す児童については、スクールバスが利用できるよう対応すること。 

② スクールバスの利用により体力の低下が予想されることから、スクールバスを

利用する児童も一定の距離を歩くことを前提とすること。 

③ ②の場合は、自宅からバスが停車する拠点までを歩いた後、そこからスクール

バスに乗って学校に着くようなバスの運用を実施すること。 
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５．学校跡地・跡施設利用 

学校は長い歴史を有し、地域コミュニティの中心的役割のほか、地域防災拠点と

しての機能も担っており、地域において重要な施設である。市教育委員会において

は、学校跡地・跡施設の利活用について調査・研究を行うとともに、地域住民と連

携しながら検討を進められたい。 

 

６．小中一貫教育 

  義務教育９年間の連続性、継続・発展性に留意した学校運営や、小・中学校の教 

育文化の良さを融合し、相乗効果を発揮させ、中１ギャップなどの課題の克服を図 

り、円滑な学校間の接続を図ることを目指して小中一貫教育を推進されたい。 

しかし、小美玉市の４中学校区では、それぞれ学校間の地理的条件や学校規模が

異なるため、地域の実態に合った小中一貫教育のかたちが求められる。 

 市教育委員会においては、目指すべき小中一貫教育の方向性を学校、教職員、保 

護者、地域住民などと協力しながら検討を進められたい。 
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おわりに 

 

 委員会は、平成２２年１１月の発足以来、児童・生徒数が減少しつつある小美玉

市の現状を踏まえ、法的基準を重視しながらも、保護者や地域の意見を最大限に考

慮したうえで、諮問事項について、３年６カ月にわたり先進地視察のほか、２６回

の委員会を開き、慎重かつ多面的に検討を重ねた。審議の過程において、学校の適

正規模・適正配置について無条件にこれが適正と言える理論がない中で、委員各自

の経験や見識等に基づく多様な意見が存在し、また地域の実状も違う中、意見の一

致を見出すことが難しい課題であった。 

委員会としては、小美玉市の将来を担うこどもたちのために、よりよい教育環境

を整備し、安心安全な学校生活が送れることを基本に考え、歴史と伝統のある小学

校の再編に言及して、断腸の思いで答申に至った。 

今回の答申にあたり、地域住民の意見や、細かな地域の実状を検討し、各小学校

の将来像を示していただいた地域協議会の委員各位には多大なご尽力を賜り、深く

感謝を申し上げる。 

  市教育委員会においては、この答申をひとつの指針として学校の適正規模・適正

配置に取り組み、地域住民や学校関係者の十分な理解と協力のもと、すみやかに且

つ円滑に具現化することを期待する。 

 

 



資料１ 

 

小美玉市学校規模学校配置適正化検討委員会設置要綱 

 

平成２２年１０月２５日  

小美玉市教育委員会告示第８号  

（目的）  

第１条 この告示は、小美玉市学校規模学校配置適正化検討委員会（以下「委

員会」という。）の設置に関し、必要な事項を定めるものとする。  

（設置）  

第２条 小美玉市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は，小美玉市立小・

中学校の適正な規模及び配置について調査・検討し、児童及び生徒にとって

望ましい学校教育環境の基準を作成するため、委員会を設置する。  

（所掌事務）  

第３条 委員会は，次の各号に掲げる事項について、教育委員会の諮問に応じ

検討し答申するとともに、必要な意見を述べることができる。  

（１）小美玉市立小・中学校の規模及び配置の適正化に関する基本的な考え

方について  

（２）小美玉市立小中学校の適正配置の具体的方策について 

（３）前号に定めるもののほか、教育委員長が必要と認める事項について  

（組織）  

第４条 委員会は、２０人以内の委員をもって組織する。  

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱又は任命する。  

（１）学識経験者                

 （２）市議会議員                

 （３）学校長代表                

 （４）小中学校保護者代表            

（５）その他教育委員会が適当と認める者      

（任期）  

第５条 委員の任期は、委嘱の日からその年度の３月３１日までとし、再任さ

れることを妨げない。 

２ 補欠により委嘱された委員の任期は、前項と同様とする。 

（委員長）  

第６条 委員会に委員長を置き、委員の互選により選出する。  

２ 委員長は、委員会を代表し、議事その他の会務を総理する。  



３ 委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、委員長の指名する者が、

その職務を代行する。  

（会議）  

第７条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 ただし、委

員長が互選される前に招集する会議は、教育委員長が招集する。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。  

３ 会議の議事は、委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところ

による。  

4 委員会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めその意見を聴く

ことができる。 

５ 会議は、原則公開とする。ただし、委員の申出があれば、会議に諮り、公開

しないことができる。 

６ 会議の議事録は、委員会の承認を得て公開するものとする。 

（作業部会） 

第８条 委員長は、必要と認めるときは、委員会に作業部会を置くことができる。 

（庶務）  

第９条 委員会の庶務は教育委員会学校教育課において処理する。  

（その他）  

第１０条 この告示に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委

員長が委員会に諮って定める。 

 

附 則  

１ この告示は、公布の日から施行する 

２ この告示は、小美玉市教育委員会からの諮問に対し答申した時点を以って、

その効力を失う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

小美玉市学校規模学校配置適正化地域協議会要綱 

 

 

（設置）  

第１条 小美玉市小中学校における学校規模配置適正化に向けて、小美玉市学

校規模学校配置適正化検討委員会が示した具体的な方策の中間答申を協議す

るため、小美玉市内各小学校区に小美玉市学校規模学校配置適正化地域協議

会（以下「協議会」という。）を置く。  

 

（所掌事務）  

第２条 協議会は，次に掲げる事項について協議する。  

（１）地域の学校の将来像について 

（２）中間答申（再編案）ついて 

（３）通学手段の検討並びに学校跡地利用の検討について 

（４）その他必要事項について 

 

（組織）  

第３条 協議会は、２０人以内の委員をもって組織する。  

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱又は任命する。  

（１）地域代表者（区長等）                

 （２）学校長                

 （３）学校評議員                

 （４）ＰＴＡ役員及びＰＴＡ推薦者（幼稚園の保護者会も含む）            

（５）議会推薦市議会議員 

（６）学区まちづくり組織（地区コミュニティ）の委員長 

（７）教育委員会が推薦するもの      

 

（任期）  

第４条 委員の任期は、委嘱の日からその年度の３月３１日までとし、再任さ

れることを妨げない。 

２ 補欠により委嘱された委員の任期は、前項と同様とする。 

 

（会長及び副会長）  

第５条  協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により選出する。  

２ 会長は、協議会を代表し、議事その他の会務を総理する。  
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３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、そ

の職務を代行する。  

 

（会議）  

第６条  会長は、協議会を招集し、会議の議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。  

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは会長の決する

ところによる。  

４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、説明

又は意見を聴くことができる。 

５ 協議会は、原則公開とする。 

 

（報告） 

第７条  会長は、協議会の協議結果を小美玉市学校規模学校配置適正化検討委

員会に報告するものとする。 

 

（庶務）  

第８条  協議会の庶務は、教育委員会学校教育課及び小学校において協力して

行うものとする。  

 

（委任）  

第９条  この要綱に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項は、

別に会長が定める。 
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諮 問 書  

 

平成２２年１１月１８日 

 

 

小美玉市学校規模学校配置適正化検討委員会 様 

 

 

小美玉市教育委員会      

 

 

小美玉市学校規模学校配置適正化検討委員会設置要綱（平成２２年告示第８

号）第３条の規定に基づき、次の事項について検討のうえ、提言いただきたく、

別紙理由書を添えて諮問いたします。 

 

（諮問事項） 

１ 小美玉市立小中学校の規模及び配置の適正化に関する基本的な考え方に

ついて 

 ２ 小美玉市立小中学校の適正配置の具体的方策について   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

諮 問 趣 旨 

 

全国的な少子化の傾向と同様に、本市においても児童生徒の減少はこれからの本市の

人口構成を見ても、少子高齢化の進行は避けられず、ますます学校の小規模化が進むこ

とは容易に予想でき、これからの学校の適正配置を考え、教育環境を整備していくこと

は重要な課題となっております。 

児童生徒の減少による学校の小規模化については、お互いが切磋琢磨しながら伸びて

いこうとする面で、人間関係が固定化し、多様な意見に触れる機会が少なくなることが

懸念されています。 

また、学校運営面においても、同学年や同教科の教員が互いに指導方法等を研究、協

議するためには、一定の教員数を確保する必要があります。 

中学校では教科担任制であり、各教科に専門の教員を確保することが必要であり、特

に授業時数の多い５教科については複数の教員の確保が必要となりますが、学校が小規

模化すると教員数を確保することが困難となります。 

一方、それぞれの学校には、歴史的経緯と地域の皆様の思いがあります。特に小学校

は子どもたちを通し、地域コミュニティの核として長年地域と多様な関わりをもってき

ました。 

しかしながら学校が小規模化していく中で、将来に向けて小美玉市の学校教育を考え

るとき、小美玉市の子どもたちが等しく、よりよい条件で学び合うことができるための

環境を整えることは、現在の教育行政に課せられた責務であり、そのためには保護者、

地域、学校と行政が一体となって取り組む必要があります。 

また、社会環境の変化に伴う教育内容の充実や校舎・体育館の老朽化などに伴ない、

耐震補強など施設整備の面においても諸課題を抱えています。 

こうした局面を変えるためにも、今後、近年の厳しい財政状況を考慮するとともに、

効率的な学校運営にも十分配慮しつつ、これらの諸課題に的確に計画的に対応していか

なければなりません。  

また、平成２０年度に本市のまちづくりの指針として策定された小美玉市総合計画に

おいても、「幼・小・中学校の適正配置について検討すること。」が位置づけられていま

す。 

検討委員会では、特色ある学校づくり、子どもたちにとってより充実した教育環境が

提供できるよう、各学校の規模や配置状況、また地域との関わりなど様々な視点から、

今後の小中学校のあり方について議論していただき、小美玉市教育委員会に、小中学校

の適正規模及び適正配置について提言いただきたく諮問いたします。 

 

 

 



No. 第４条区分 氏名 役職名 任期

1 学識経験者 水 本　徳 明 筑波大学准教授
平成22年10月25日～
平成25年 3月31日

2 野 村　武 勝 小美玉市議会元議長
平成22年10月25日～
平成23年11月30日

3 中 村   　強 小美玉市議会元副議長
平成22年10月25日～
平成23年11月30日

4 山 口　良 元 小美玉市議会元文教福祉常任委員長
平成22年10月25日～
平成23年11月30日

5 村 田　春 男 小美玉市議会議長
平成24年 1月 4日～
平成25年 3月31日

6 戸 田　見 成 小美玉市議会副議長
平成24年 1月 4日～
平成25年 3月31日

7 萩 原   　茂 小美玉市議会文教福祉常任委員長
平成24年 1月 4日～
平成25年 3月31日

8 中 川　   稔 小川小学校校長
平成22年10月25日～
平成25年 3月31日

9 小 林　義 治 美野里中学校校長
平成22年10月25日～
平成25年 3月31日

10 矢 口　忠 衛 玉里小学校校長
平成22年10月25日～
平成25年 3月31日

11 新 谷　宣 恵
市ＰＴＡ連絡協議会女性ネットワーク委員長
玉里中学校女性ネットワーク委員

平成22年10月25日～
平成23年3月31日

12 星 野　広 幸
市ＰＴＡ連絡協議会副会長
小川北中学校ＰＴＡ会長

平成22年10月25日～
平成25年 3月31日

13 福 田　智 彦
市ＰＴＡ連絡協議会副会長
美野里中学校ＰＴＡ会長

平成22年10月25日～
平成25年 3月31日

14 小 仁 所　浩
市ＰＴＡ連絡協議会幹事
橘小学校ＰＴＡ会長

平成22年10月25日～
平成25年 3月31日

15 西 村　浩 一 玉里東小学校ＰＴＡ会長
平成22年10月25日～
平成25年 3月31日

16 立 原　幸 子 堅倉小学校ＰＴＡ副会長
平成22年10月25日～
平成25年 3月31日

17 鈴 木　美 樹 上吉影小学校ＰＴＡ副会長
平成22年10月25日～
平成25年 3月31日

18 邊見　亜津子 玉里北小学校地区子ども会育成連合会会長
平成22年10月25日～
平成25年 3月31日

19 中 島　   淨 市区長会長
平成22年10月25日～
平成25年 3月31日

20 沼 田　マ サ
市女性連絡協議会代表
おみたまハーモニー連絡会会長

平成22年10月25日～
平成25年 3月31日

21 飯 島　利 武 社会教育委員議長
平成22年10月25日～
平成25年 3月31日

22 竹 内　昌 信 市民生委員児童委員連合会長
平成22年10月25日～
平成25年 3月31日

小美玉市学校規模学校配置適正化検討委員会名簿

議会代表

学校長代表

小中学校保護
者代表

その他教育委
員会が適当と

認める者

資料4 



No. 第４条区分 氏名 役職名 任期

1 学識経験者 加藤　崇英 茨城大学教育学部　准教授
平成25年10月29日～
平成26年 6月 4日

2 村田　春男 市議会議長
平成25年10月29日～
平成26年 6月 4日

3 戸田　見成 市議会副議長
平成25年10月29日～
平成26年 6月 4日

4 萩原　茂 市議会文教福祉常任委員長
平成25年10月29日～
平成26年 6月 4日

5 内田　裕 小川北中学校校長
平成25年10月29日～
平成26年 6月 4日

6 柴山　久 羽鳥小学校校長
平成25年10月29日～
平成26年 6月 4日

7 磯野　宏人 玉里東小学校校長
平成25年10月29日～
平成26年 6月 4日

8 押手　哲也 小川小学校ＰＴＡ会長
平成25年10月29日～
平成26年 6月 4日

9 石川　栄美子 野田小学校ＰＴＡ会長
平成25年10月29日～
平成26年 6月 4日

10 吉田　洋史 上吉影小学校ＰＴＡ会長
平成25年10月29日～
平成26年 6月 4日

11 石川　正 下吉影小学校ＰＴＡ会長
平成25年10月29日～
平成26年 6月 4日

12 野原　芳浩 橘小学校ＰＴＡ会長
平成25年10月29日～
平成26年 6月 4日

13 磯部　公一 納場小学校ＰＴＡ会長
平成25年10月29日～
平成26年 6月 4日

14 松本　建治 竹原小学校ＰＴＡ会長
平成25年10月29日～
平成26年 6月 4日

15 岩瀬　彩香 玉里小学校ＰＴＡ会長代理
平成25年10月29日～
平成26年 6月 4日

16 堀井　陸司 玉里北小学校ＰＴＡ会長
平成25年10月29日～
平成26年 6月 4日

17 野口　孝 玉里東小学校ＰＴＡ会長
平成25年10月29日～
平成26年 6月 4日

18 稲田　弘 市区長会会長
平成25年10月29日～
平成26年 6月 4日

19 小松　政治 子ども会育成連合会会長
平成25年10月29日～
平成26年 6月 4日

20 飯島　利武 社会教育委員議長
平成25年10月29日～
平成26年 6月 4日

議会代表

学校長代表

小中学校保護
者代表

その他教育委
員会が適当と

認める者

小美玉市学校規模学校配置適正化検討委員会名簿



 

 

 

 

 

小美玉市立小中学校の適正配置の具体的方策について 

【中間答申】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２５年３月２６日 

 

 

小美玉市学校規模学校配置適正化検討委員会 
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○はじめに 

 本委員会では、平成２４年２月に「小美玉市小中学校の規模及び配置に関 

する基本的な考え方について」の答申を行ない、市教育委員会は同年６月に 

「小美玉市小中学校規模配置適正化基本方針」を策定した。その後、平成２

４年６月２８日から平成２５年２月２６日までに７回の委員会を開催し、慎

重な検討・審議を行なってきた。 

 この間、基本方針周知のため各小学校区で住民説明会を行ない、その中で

頂いた貴重な意見や考え・想いを委員会で分析・審議し、具体的な方策に反

映できるか検討した結果、保護者や住民に対して学校適正化への認知度が低

いことが分かり、具体的な方策の答申を行なう前に、保護者や住民へ十分な

情報提供を行ないながら、子どもたちのより良い教育環境の創造に向けて最

善の方策を示すことができるよう、地域での議論を深めていただくたたき台

として、この中間答申をまとめた。 

 今後は、本検討委員会での審議と平行して、地域での協議を併せて行ない、

小美玉市の子どもたちにとって安心安全なより良い教育環境の提供に向けて、

最終的な答申を取りまとめていくこととしたい。 

 

 

 

 

 

 



 

 

１．基本的な事項 

 

① 原則として３地区を越えての学区調整・変更は行わないこととする。 

② 地域住民で協議する組織として、（仮称）地域協議会【以降、協議会とする】を設置

し、各学校の将来像について検討し、相互理解を図りながら進めていくこととする。 

③ 再編に際して、校舎等の施設は基本的には既存の施設を利用することとし、既存施設

での学校運営が難しいと判断された場合には、新たな施設整備を検討する。 

④ 通学手段については、通学距離が遠くなり通学にこれまで以上の時間がかかる児童が

増えることが想定されることから、スクールバス等の運行を検討する。その際、協議

会の中で十分に協議を行ない、運用等について決定していくこととする。 

⑤ 協議会の意見を踏まえて、具体的な方策の最終答申を検討委員会で決定する。 

 

 

２．配慮する事項 

 

① 再編に伴う統廃合が行なわれた場合、学校間で連携して教育課程の編成、教育方法、

学校運営等の整合性を図り、特色ある教育活動は新しい学校でも引き継がれるように

十分配慮していく。 

② 再編に伴う統廃合が行なわれた場合、それぞれの学校の歴史や伝統並びに地域の歴史

等を尊重のうえ、新しい学校に継承されるよう協議会で十分協議を行ない進めていく

こととする。 

③ 学校は地域の核として歩んできた経緯があるため、統廃合がなされた地域のコミュニ

ティが混乱をきたさないよう十分配慮し、学校と地域コミュニティの新たな関係が構

築できるよう検討する。 

④ 百里飛行場や茨城空港に隣接し、航空機の騒音で教育環境の悪化が著しい学校につい

て、早急な改善が求められることから、移転等も含めて十分協議を行ない進めていく

こととする。 

 

 

３．再編の枠組み 

 

  再編の枠組みについては、基本方針に示されている学校規模の小学校１２学級以上並

びに中学校９学級以上、また学級規模で２０名～３０名を目安とする。また、地域バラ

ンスや地域特性を活かした小学校・中学校及び小中一貫校での再編を推進する。 

 

 

 

 



 

① 小学校の再編       

よりよい教育環境をつくることを目指して小学校再編を検討する。再編の検討を行な

う学校は小川地区で小川小学校、野田小学校、上吉影小学校、下吉影小学校、橘小学

校とする。また、美野里地区の羽鳥小学校では児童数の急増が見込まれており、普通

教室の確保が難しいと予想される。そのため、学区調整で一時的な増加に対応するの

か増築で対応するのか協議をしていく。玉里地区の３小学校については、小中一貫校

としての再編を検討していく。 

（平成２４年度現在児童数） 

（現   行） （再  編  案） 備 考 

小川南 

中学校区 

・小川小学校 362名 

普通学級12  特別支援2 小川南 

中学校区 

 小川小学校 362名 

 橘小学校   199名 

 合 計   561名 

普通学級22 特別支援2 

 

小川南中学校及び小

川北中学校の再編に

ついては，将来的な

推計において，基本

方針の学校規模（９

学級以上）を維持で

きる見込のため，当

面は再編の対象とは

しない。 

・橘小学校  199名 

普通学級6 特別支援2 

小川北 

中学校区 

・野田小学校  239名 

普通学級9 特別支援2 

小川北 

中学校区 

野田小学校  239名 

上吉影小学校 183名 

下吉影小学校  78名 

合 計    500名 

 

普通学級19 特別支援3 

・上吉影小学校 183名 

普通学級7 特別支援2 

・下吉影小学校  78名 

普通学級6 特別支援1 

美野里 

中学校区 

・竹原小学校 306名 

普通学級11 特別支援2 

美野里 

中学校区 

・竹原小学校 306名 

普通学級12 特別支援2 

美野里中学校は大規

模校ではあるが，将

来推計において，生

徒数の減少が見込ま

れており，当面は再

編の対象とはしな

い。 

・羽鳥小学校 470名 

普通学級15 特別支援3 

・羽鳥小学校 470名 

普通学級18 特別支援2 

・堅倉小学校 374名 

普通学級12 特別支援2 

・堅倉小学校 374名 

普通学級16 特別支援2 

・納場小学校 307名 

普通学級12 特別支援3 

・納場小学校 307名 

普通学級12 特別支援3 

玉里 

中学校区 

・玉里小学校  213名 

普通学級8 特別支援1 

玉里 

中学校区 

 玉里小学校  213名 

 玉里北小学校 160名 

 玉里東小学校  66名 

 合 計    439名 

 

普通学級18 特別支援2 

玉里中学校は，新し

い学校づくりの検討

を行なうため，中学

校の再編の対象とは

しない。 

・玉里北小学校 160名 

普通学級6 特別支援1 

・玉里東小学校  66名 

普通学級6 特別支援1 

※再編案の学級数については，基本方針で定めた学級規模の１学級３０名で試算。 



② 小中一貫校での再編（新しい学校の検討） 

    義務教育９年間の連続性、継続・発展性に留意した学校運営や、小・中学校の教育

文化の良さを融合し、相乗効果を発揮させ、中１ギャップなどの課題の克服を図り、

円滑な学校間の接続を図ることを目指して小中一貫教育を検討する。ただし、現在想

定されているデメリットも指摘されていることから、導入にあたっては十分に検証し、

地域との理解も十分に深める必要がある。そのため、協議会での協議を優先させ、地

域の意向を十分に反映させ進めることとする。対象とする学校は、当面、玉里地区の

玉里小学校、玉里北小学校、玉里東小学校，及び玉里中学校とする。 

 

４．（仮称）地域協議会の構成と役割 

 

   【設置単位】 現在の小学校区単位で設置。必要に応じて再編案の小学校単位区で

協議することとする。 

 

   【構成】 ・学区代表区長他１名程度（代表区長の選任） 

         ・学校長 

         ・学校評議員 

         ・ＰＴＡ役員及びＰＴＡ推薦者（幼稚園の保護者会も含む） 

         ・議会推薦市議会議員 

         ・学区まちづくり組織（地区コミュニティ）の委員長ほか教育委員会が推

薦するもの 

 

        以上、人数は概ね１０名から２０名程度とする。 

        （学区の規模によって人数は変動する） 

 

   【役割】 ・自分たちの地域の学校の将来像の検討  

        ・中間答申（再編案）に対しての学区内の意見集約 

         ・中学校のあり方について検討 

・再編案が合意された場合、通学手段の検討並びに学校跡地利用の検討 

        ・学区内でまとまった意見及び方針について、検討委員会への答申 

 

５．学校と地域の連携 

   

    学校の再編は、地域コミュニティとの分断を招きかねないことから、各学校で 

   培ってきた歴史や伝統並びに地域との歴史を継承していくため、再編を実施する 

   学校においては、新しい学校の発足段階からコミュニティスクールの導入などの検 

   討を行なうこととする。コミュニティスクールを導入する場合には、協議会の構成 

を維持したままコミュニティスクールを立ち上げるのが理想と考える。 

 

 



 

６．最終答申策定スケジュール 

 

    平成２６年３月の最終答申を目指すこととする。 



【小美玉市学校規模学校配置適正化検討委員会の開催経過】

区  分 実　施　日 協　　　議　　　内　　　容

○委嘱状交付

○諮問書の交付

○学校適正化の趣旨及び取り組みについて

○小美玉市の小中学校の現状と今後の児童生徒数の推移

○公立小中学校の適正規模についての国及び県の動向

○検討委員に対する各種制度等の勉強会

○学校での取り組みについて

○教職員配置の仕組みについて

○市内学校視察（小学校３校、中学校２校）

（野田小、羽鳥小、玉里東小、美野里中、玉里中）

○学校の校務分掌について

○学校視察を踏まえての意見交換

○野田小学校コミュニティスクール実践研究について

○小美玉市の財政状況について

○基本計画策定に向けての今後の取り組みについて

○学校教育の在り方に関する市民の意向確認について

○今後のスケジュールについて

第7回 平成23年  4月26日 ○学校適正化の基本方針及び市民意向調査アンケートの内容について

○学校規模学校配置適正化にかかる基本方針について

○学校適正化にかかる情報交換

○先進地視察

　　水戸市立国田小中学校（併設型小中一貫校の取り組み等）

　　常陸大宮市立緒川小学校（常陸大宮市の学校適正化の取り組み、学校運営等）

○視察研修等これまでの活動を通じての意見交換

○基本方針案の検討協議

第11回 平成23年  7月28日 ○基本方針案の検討協議

第12回 平成23年  8月26日 ○基本方針案の検討協議

第13回 平成23年  9月27日 ○基本方針案の検討協議

第14回 平成23年10月27日 ○基本方針案の検討協議

○基本方針最終案の検討協議

○基本方針の答申

○委嘱状交付

○実施計画策定の進め方、及びスケジュールについて

○基本方針リーフレットの内容について

○住民説明会の進め方について

第10回 平成23年  7月14日

第8回 平成23年  5月24日

第9回 平成23年  6月21日

第5回 平成23年  2月22日

第6回 平成23年  3月23日

第3回 平成23年  1月18日

第4回 平成23年  2月10日

第16回 平成24年6月28日

第17回 平成24年7月25日

第1回 平成22年11月18日

第2回 平成22年12月21日

第15回 平成24年  2月  9日

資料6 



区  分 実　施　日 協　　　議　　　内　　　容

第18回 平成24年10月16日 ○住民説明会の実施方法、及び日程について

第19回 平成24年11月13日 ○住民説明会の実施方法について

第20回 平成24年12月25日 ○住民説明会の実施報告

第21回 平成25年1月29日 ○学校適正化の具体的方策の内容について

第22回 平成25年2月26日 ○学校適正化の具体的方策に係る中間答申の内容について

○適正配置の具体的方策についての中間答申の内容について

○適正配置の具体的方策についての中間答申

○委嘱状交付

○地域協議会要綱について

○今後のスケジュールについて

第25回 平成26年3月30日 ○地域協議会の会議状況報告

○適正配置の具体的方策についての最終答申の内容について

○適正配置の具体的方策についての最終答申

第24回 平成25年10月29日

第23回 平成25年3月26日

第26回 平成26年6月4日



♦地域協議会の協議経過

第１回：平成25年12月12日

第２回：平成26年  1月  9日

第３回：平成26年  2月  6日

ない状況のため仕方がないとの意見が多く出され、全体の意見として再編案についての理

解が得られたが、委員の意見のみで判断するのは難しいとの見解となり、保護者のみを対

象として、学校再編並びに学校の位置についてアンケートを実施。アンケート結果を基に

協議が行われ、小学校の再編については72%の方が理解すると回答していることから、再

編案は了承された。

　学校の位置については、旧小川高校を利用するとの回答が86%を占めたため、地域協議

会としてもアンケート結果を尊重することで方向性を確認した。

第１回：平成25年12月14日

第２回：平成25年12月25日

第３回：平成26年  2月  4日

　中間答申の内容並びに学校再編案について地域住民や保護者への情報周知が十分でない

中で、協議会の委員だけで判断するのは難しいとの意見が出された。また、橘小は百里基

地周辺で騒音が酷く、教育環境として異常な状態にある中で、少子化で児童数減少が進む

現状を考え、地域や保護者に学校のあり方について考えてもらうべきであろうということ

から、保護者並びに未就学児の子どもを持つ世帯を対象にアンケートを実施。

アンケート結果を尊重しながら協議が行われ、小学校の再編については62%が理解すると

回答していることから、再編案は了承された。学校の位置については、別な場所に移転と

の回答が46%あり、現在の位置の回答20%を上回っている結果となった。

このアンケート結果を基に議論した結果、学校の位置については移転することで方向性が

示された。また、移転先については旧小川高校とする意見が多く、その意見を尊重してい

くことで、地域協議会の方向性を確認した。

第１回：平成25年12月1６日

第２回：平成26年  1月11日

第３回：平成26年  2月15日

　中間答申の内容並びに学校再編案について、基本的に理解するとの意見が出された。

ただし、学校の誕生した歴史的背景や、現在でも影響している学区の区域の問題（同じ

行政区で２つの小学校に通っている状況）や小川地域で唯一学区コミュニティがあり、

県内でも野田小学校のみが行なっている学校運営協議会（コミュニティスクール）など

学校と地域が密接に関係していることもあるため簡単に了承というわけにはいかないとの

意見が出された。しかし、将来的に児童数の減少が見込まれている状況で、子どもたちの

教育環境を考えたときに学校の統合は避けて通れないだろうとの意見が出され、協議の結

果再編案について了承することとなった。

　学校の位置については、現在の位置とする意見や、小中一貫ができる北中周辺との意見

が出された。

　協議の結果、野田小学区の意見を示しながら、再編を進めることで協議会の方向性を

確認した。

　中間答申の内容並びに学校再編案については、時代の流れとして少子化は歯止めが効か

野田小学校区地域協議会 ２０名

協議会名 委員数 協議会開催日

協議会名

１２名

委員数 協議会開催日

協議会開催日協議会名

小川小学校区地域協議会

橘小学校区地域協議会

１３名

委員数

資料７ 



第１回：平成25年12月17日

第２回：平成26年  1月14日

第３回：平成26年  2月24日

　中間答申の内容並びに学校再編案について、自分たちが通った学校が無くなる事への

寂しさや、統合となってからの通学手段の不安、具体的な整備計画が示されない中でいつ

統合になるのかという不安など保護者や地域の方々の意見が委員より出されたが、子ども

たちの将来を優先的に考えるということで再編案について承認された。

　統合校の位置や形態については、既存施設を利用するのであれば、敷地の広い現在の位

置と考えるが、新しい学校づくりができるのであれば、将来的に小中一貫教育を目指せる

形態で統合校の位置を考えられるとのことから、北中学校周辺が良いとの意見が多く出さ

れた。だが、北中学校周辺になった場合、通学距離が伸びる児童が出てしまうことから

スクールバスが必要との意見が出された。また、スクールバスが運行される場合、乗り遅

れを心配する意見や通学距離で一律に判断するのではなく、地域に配慮してもらいたいと

の意見が出された。

　協議会の考えとして、既存の施設を利用するのであれば、現在の位置。スクールバスの

運行が確約され、新しい学校づくりができるのであれば、現在の位置に拘らず、小川北中

学校周辺という考えで協議会の方向性を確認した。

第１回：平成25年12月17日

第２回：平成26年  1月14日

第３回：平成26年  2月19日

　中間答申の内容並びに学校再編案について、時代の流れとして統合は仕方ないという意

見や施設が新しいのでまだ統合は必要ないのではないかという意見、地域との連携を深め

ている中でいま統合はしたくないなどの意見が出されたが、全体的には統合はやむを得な

いとの意見が多かった。しかし、最終的な判断を委員の意見だけで出すのは難しいとのこ

とから、学校再編並びに学校の位置について地域アンケートを行ない、結果を見て最終的

に判断することとなった。アンケート結果を尊重しながら協議を行ない、小学校の再編に

ついては69%の方が理解すると回答していることから、再編案は了承された。

学校の位置については、65%が現在の位置と回答していることから、協議会としても、現

在の下吉影小学校と方向性を確認した。

第１回：平成25年12月20日

第２回：平成26年  2月12日

　中間答申に示された再編案については全会一致で了承された。竹原小学校は適正規模の

基準を満たしており再編の対象になっていないため、竹原小学校の将来像について議論が

行われた。委員から竹原小学校区内の安全マップの見直しが行なわれていることが報告さ

れ、災害時に児童の安全が確保できるよう地域消防団との避難訓練の取り入れなどの提案

が出された。

　今後も、学校と保護者と地域との連携を模索しながら知恵を出し合える協議の場を設け

ることで、協議会の方向性を確認した。

協議会名 委員数 協議会開催日

竹原小学校区地域協議会 １４名

協議会名 委員数 協議会開催日

下吉影小学校区地域協議会 １６名

協議会名 委員数 協議会開催日

上吉影小学校区地域協議会 １６名



第１回：平成25年12月23日

第２回：平成26年  2月20日

　中間答申に示された再編案については全会一致で了承された。

　羽鳥小学校では児童数の増加に伴い、来年度から普通教室が不足することや、体育館の

老朽化が直近の課題であることから、この２点を中心に検討が行なわれた。

委員からは、体育館を改築して２階に教室を造ったらどうかとの意見や、校舎に４階部分

を造ってはどうか、また、教育環境をさらに良くするために、校舎を新築してはどうかと

の意見が出された。

平成２６年度は特別教室の見直しなどで、一時的に普通教室を確保できるが、平成２７年

度は既存の施設で対応することが不可能になるため、整備案を市で提示し、地域の声を聞

きながら、児童数の増加に適切に対応してもらいたいとのことで協議会の意見が一致した。

第１回：平成25年12月21日

第２回：平成26年  2月18日

　中間答申に示された再編案については全会一致で了承された。

堅倉小学校は適正規模の基準を満たしており再編の対象になっていないため、学区の問題

並びに、児童の通学手段を中心に協議が進められた。

上小岩戸区内では、堅倉小学校と納場小学校で学区が分かれており、どちらかに統一する

考えがあるかとの意見が出されたが、地区からの要望が出ているわけではないため、現状

を維持していくことで意見が一致した。　　

　通学手段について、三箇，先後、西郷地で路線バスを利用して通学している児童がいる。

路線バス利用のための運賃のほか、バス存続のための負担金を保護者が支払っており経済

的負担が大きいので、再編する小学校でスクールバスが出るのであれば、それに合わせて

堅倉小学校区でもスクールバスの導入を要望したいとの意見が出された。また、コミュニ

ティバスの運行時間や運行ルートを見直し、通学に利用できないかとの意見が出された。

　今後も地域で問題点があれば、まず地区で話し合いを行い、その意見を集約して学校や

教育委員会と協議できる場を必要に応じて設けることで協議会の方向性を確認した。

第１回：平成25年12月22日

第２回：平成26年  2月17日

　中間答申に示された再編案については全会一致で了承された。納場小学校は適正規模の

基準を満たしており再編の対象になっていないため、納場小学校の将来像、学校再編によ

り市内の小学校の教育環境が変わって行く中で、納場小学校の児童が教育環境の面で不利

益にならないよう議論が行われた。

委員から、新築や改修で空調設備が設置され、設備が新しくなる学校がある中で納場小学

校においても、児童の教育環境に不利益が出ないよう、早めに対応してもらいたいとの意

見が出された。

　通学手段については、納場小学校内で一番遠距離の児童が3kmなので、再編によりスクー

ルバスが運行される場合には、小学校間で不公平感が出ないよう市で距離の検討をするよ

う意見が出された。

　学区の再編については、学区境で学区外に通学している児童がいることや、校舎が新し

くなった学校に行ってしまう児童がでるのではと懸念される意見が出されたが、学区の再

編は現状維持で行うことで一致した。

今後も必要に応じて、学校と保護者と地域が意見を出し合い、納場小学校の教育環境を良

くしていくための協議の場を設けることで、協議会の方向性を確認した。

協議会名 委員数 協議会開催日

納場小学校区地域協議会 １５名

協議会名 委員数 協議会開催日

堅倉小学校区地域協議会 １５名

協議会名 委員数 協議会開催日

羽鳥小学校区地域協議会 ２０名



第１回：平成25年12月15日

第２回：平成26年  1月10日

第３回：平成26年  1月28日

　中間答申に示された再編案については全会一致で了承された。

玉里小学校は、玉里北小学校、玉里東小学校と再編し、玉里中学校との小中一貫校を目指

すことが中間答申で示されているため、主に小中一貫校の形態、並びに一貫校の場所につ

いて議論が行われた。小中一貫校の形態は、併設型と一体型のどちらで小中一貫教育を進

めるべきか議論が重ねられ、一貫教育を行うのであれば、一体型が理想ではないかとの結

論に至った。

学校の場所については、既存の玉里小学校のほか、文化センターコスモスの隣接地に新た

に一貫校を建設してはどうかとの意見が出された。

　協議の結果、玉里小学校区としては再編案に合意し、学校の場所については基本的に玉

里小学校を活用して、新たに施設一体型の小中一貫校を建設することで、協議会の方向性

確認した。

第１回：平成25年12月19日

第２回：平成26年  1月17日

第３回：平成26年  1月27日

第４回：平成26年  3月  6日

第５回：平成26年  4月  4日

　中間答申に示された再編案について、委員から将来的な児童数の減少を見てこれは喫緊

の懸案として早急に検討しなければとの意見や、小人数の学校でメリットは感じるがデメ

リットはほとんどないとの意見が出された。

当初構成された地域協議会の中に、未就学児の保護者がおらず、これから小学生になる児

童の保護者の意見は重要だろうとの意見が出され、第２回協議会から未就学児の保護者を

を委員として加え、さらに議論を深めることになった。

　第２回協議会において、再編案及び小中一貫校についての議論が行われ、小学校を再編

する案については、多数の委員が賛成となったが、小中一貫校については委員の中でも意

見が分かれた。

小中一貫校については、地域の人も内容が良く分からないのではないかとの意見が出され

東小学区内で再編案並びに、小中一貫校についての住民説明会を開き、説明会の場でアン

ケートを取り、協議会で検討することになったが、説明会の参加者が少なくアンケート結

果も全体意見としての信憑性が低いと判断され、再度東小学区全世帯を対象にアンケート

を実施することになった。

　アンケートの回答率は80%に達したため、アンケート結果を基に議論が行われた。

小学校の再編については、地域住民も62%が理解すると回答したため、協議会としも小学校

の再編については了承された。しかし、小中一貫校についてはアンケート結果でも過半数

を超える回答がなく、委員の中でも意見が分かれていることから、小中一貫校について協

議会の意見は示せないとの見解となった。

協議会名 委員数 協議会開催日

玉里小学校区地域協議会 ９名

協議会名 委員数 協議会開催日

玉里東小学校区地域協議会

第1回

１５名

第２回～

第５回

２０名



第１回：平成25年12月18日

第２回：平成26年  1月15日

第３回：平成26年  1月29日

　中間答申に示された再編案について、委員から玉里北小学区は児童数の減少幅が小さい

ので、現状維持で良いのではとの意見や、いじめなどを考えるとクラス替えが出来る規模

の再編は必要との意見が出され、議論を重ねた結果、全会一致ではないものの再編案につ

いては了承された。

　小中一貫校については、県内での事例も少なく、教育レベルが向上するのかとの意見や

一貫校のメリットを如何に伸ばしていくかを検討するべきとの意見が出された。

　一貫校の場所については、現在の北小学校との意見や玉里中学校周辺との意見が出され

協議の結果、玉里北小学区としては、21世紀を担う子どもを新たな視点で構築していくべ

きとの結論となり、施設一体型の小中一貫校を新たに建設すること、学校の場所が変わり

遠距離通学になる児童にはスクールバスを運行させることで、協議会の方向性を確認した。

協議会名 委員数 協議会開催日

玉里北小学校区地域協議会 １２名



♦地域協議会代表会議の協議経過

第１回：平成26年  2月25日

第２回：平成26年  3月  7日

　それぞれの地域協議会で示された、学校再編案についての方向性を報告し、小川小、橘

小ともに学校再編について了承が得られていることから、統合小学校の位置について合意

形成を図るための協議が行われた。

　委員からは、統合後は児童数が500名以上になり、遠距離通学になる児童のためにスクー

ルバスも必要になるだろうから、閉校になった小川高校は敷地も広く適しているとの意見

や、小川高校の施設は高校生の体に合わせた設備なので、小学生には広すぎるので南中学

校として活用するべきとの意見が出された。

　教育委員会で、旧小川高校を南中学校に転用して南中学校を統合小学校とする案と、旧

小川高校を統合小学校に転用して南中学校を改修する案に対し、概算工事費も含めたシミ

ュレーションを示し協議を行うことになった。

シミュレーションを基に協議が行われ、委員から南中学校を統合小学校とする場合に増築

工事が必要になるため、全体工事費も低くなる増築を必要としない案を採用するべきとの

意見や、工事費のみで判断しなければならないのかとの意見が出された。また、築40年を

経過している南中学校を改修した場合はたしてどの程度、建物の耐用年数が延びるのかと

の意見もあり、協議を重ねた結果、今後さらに改修を必要とするのであれば、南中学校敷

地に統合小学校を新築することで意見が一致した。なお、統合小学校の位置を南中とした

場合、南中の正門は見通しが悪く児童の安全性が確保されないので、旧小川高校入り口

を小学校の正門とし、小・中学校間に連絡路、駐車場を整備してはどうかとの意見が出さ

れた。

　協議の結果、旧小川高校を南中学校に転用し、南中学校敷地に統合小学校を新築するこ　

と。遠距離通学になる児童にはスクールバスを運行し、児童・生徒の安全性の確保や小中

連携を強化するため、小中学校間にスクールバス連絡路及び駐車場を整備することで、2校

の地域協議会の方向性を確認した。

第１回：平成26年  3月12日

第２回：平成26年  4月  8日

第３回：平成26年  5月  8日

　それぞれの地域協議会で示された、学校再編案についての方向性を報告し、野田小、上

吉影小、下吉影小ともに学校再編についての了承が得られていることから、統合小学校の

位置について合意形成を図るための協議が行われた。

　学校の位置について、３校とも現在の場所に統合校を置くことで、協議会の方向性が示

されているため、委員からスクールバスは学校再編につきものだという認識を確認し合う

ことが大事との意見や、スクールバスの運行が確認されなければ距離が遠い、近いの問題

になってしまうとの意見が出されたため、教育委員会事務局からスクールバスは導入予定

であることが説明され、共通認識を持って協議を行うこととなった。

委員からはスクールバスの運行にあったっては国の補助基準（4km以上）で話をするので

はなく、4km未満でも利用できるよう、市で良く検討するべきとの意見が出された。

　統合小学校の位置については、３小学校が統合するだけなら中間地だろうが、小川北中

学校周辺地であれば、小中の連携が今後さらに深められるとの意見が出され、協議の結果、

統合小学校を小川北中学校周辺に新築し、遠距離通学になる児童にはスクールバスを無料

で運行すること、また、地域の拠点である学校の跡地について、市で十分に利活用を検討

することで3校の地域協議会の方向性を確認した。

協議会開催日

野田小学校区地域協議会代表 ５名

協議会名 委員数 協議会開催日

小川小学校区地域協議会代表

橘小学校区地域協議会代表

７名

７名

上吉影小学校区地域協議会代表 ５名

下吉影小学校区地域協議会代表 ５名

協議会名 委員数



第１回：平成26年  4月14日

第２回：平成26年  4月22日

　それぞれの地域協議会で示された、学校再編案についての方向性を報告し、玉里小、玉

里北小、玉里東小ともに学校再編についての了承が得られていることから、小中一貫校の

形態、学校の位置について合意形成を図るための協議が行われた。

　玉里小学校・玉里北小学校の地域協議会では一体型で意見が一致しており、玉里東小学

校地域協議会では一貫校の形態について、併設型の意見が多かったことから、一体型、併

設型それぞれに考えられる、メリットやデメリットを考えながら方向性を検討することと

なった。

　委員から、子どもたちが新しい形態の学校に行って、やっぱり駄目だったというように

はしたくないので、もっと詳しい情報を知ったうえで協議したいとの意見が出たことから、

教育委員会事務局より、茨城県内で一体型の小中一貫教育を行っている水戸市立国田小中

学校の校舎内の配置や小中一貫教育の取り組み事例が説明された。

委員からは、一体型にすることにより小中学校の教員が義務教育9年間に責任を持つ意識

が生まれるのは大きな意味があるとの意見や、児童・生徒数が多くなることから、いきな

り一体型の一貫教育を始める必要はないのではないかとの意見が出され、協議を行った結

果、一体型の校舎を新築し、最初はそれぞれ小・中学校でスタートしてその中で教員や市、

地域住民で問題点を解決していきながら、最終的に一体型の一貫教育を目指して進めるこ

とで合意された。場所については、現在の玉里小学校と玉里中学校、その周辺を候補地と

し、遠距離通学になる児童に対してはスクールバスを運行することで、3校の地域協議会

の方向性を確認した。

玉里北小学校区地域協議会代表 ５名

玉里東小学校区地域協議会代表 ５名

協議会名 委員数 協議会開催日

玉里小学校区地域協議会代表 ５名


